
令和４年度主な施策等一覧（総務局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
データサイエンス学部（仮称）の開設準備交
付金、補助金

54,688 1

キャンパス整備基本計画の策定補助金 63,800 2

中部国際空港株式会社への整備費貸付金
（第二滑走路整備に向けた調査）

56,600 3

デジタルトランスフォーメーションの推進
（選挙人名簿等システムの標準化に伴う調
査）

35,000 4

参議院議員通常選挙の執行 580,130 5

県知事選挙の執行 577,909 6

市・県議会議員一般選挙の執行準備 263,310 7

中長期的な市政の課題に関する検討調査 34,000 8

拡 充
救急・災害医療センター（仮称）の整備貸付
金、補助金

1,104,000 9

デジタルトランスフォーメーションの推進 283,910 10

公民連携の推進 8,000 14

ポストコロナ等を見据えた学生タウンなごや
の推進

7,000 15

女性職員の活躍推進を始めとする若手職員の
キャリア形成支援

6,000 16

継 続 第20回アジア競技大会等の推進 577,052 17

持続可能な行政運営に向けた職員の働き方改
革の推進

53,990 18
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）データサイエンス学部（仮称）の開

設準備交付金、補助金 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 ５４,６８８千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

市立大学において、国や地域・産業界等のニーズに対応し、AI・

IoTの進展やビッグデータの出現を背景としたSociety5.0社会

の実現に向け、データを活用し、新たな知見を生み出す人材を

育成するデータサイエンス学部（仮称）の開設準備に対する交

付金、補助金 

２ 内  容 

  データサイエンス学部（仮称）の開設に向けて、教育研究活動

に必要な備品の購入や施設改修を行う。 

３ 学部の概要 

 （１）学部名称及び構成する学科 

    データサイエンス学部（仮称） 

データサイエンス学科（仮称） 

 （２）設置時期 

    令和５年４月（予定） 

（３）設置場所 

    名古屋市立大学 滝子（山の畑）キャンパス 

 （４）定員 

    １学年あたり８０名、４学年合計３２０名 

担 当 課
市立大学部市立大学室       

電話 ９７２-２１９３（内線 ２１９３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）キャンパス整備基本計画の策定補

助金 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 ６３，８００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  市立大学において、将来にわたる良好なキャンパス環境の維持

のため策定した施設再編整備構想を踏まえ、総合大学としての更

なる発展に向けたキャンパス施設整備を進めるための基本計画

策定に対する補助金 

２ 内  容 

（１） 滝子・田辺通キャンパス整備基本計画の策定 

（事業費４９，０００千円）

    魅力ある大学の実現に向け、滝子・田辺通キャンパスにお

ける、老朽化対策や新学部開設等を踏まえた施設再編整備の

ため、必要となる施設の機能・規模や建物配置、インフラ等

に係る基本計画を策定する。 

（２） 再編整備を進めるための体制強化 

（事業費１４，８００千円）

    上記の検討を進めるため、人員増により体制を強化する。

担 当 課
市立大学部市立大学室 

          電話 ９７２－２１９３（内線２１９３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項

（新規）中部国際空港株式会社への整備費

貸付金（第二滑走路整備に向けた

調査） 

草案頁 ６４頁 

予 定 額 ５６，６００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  中部国際空港において、２０２７年度を目途に第二滑走路を

供用開始するため、整備に向けて必要となる調査に対する貸付

金 

２ 内  容 

 （１）配置計画策定に係る調査 

    第二滑走路整備に向けた調査を実施する。 

 （２）環境影響評価に係る調査 

    環境影響評価の手続きに向けた調査を実施する。 

担 当 課
総合調整部空港対策室  

電話 ９７２－２２２４（内線２２２４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項

（新規）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進（選挙人名簿等システム

の標準化に伴う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 ３５，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による選挙

人名簿等システムの全国的な標準化へ対応するための調査を実

施 

２ 内  容 

選挙人名簿等システムの標準準拠システム（国が作成した標準

仕様書に準拠したシステム）への移行に向けて、現行システム環

境の基本調査を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

 令和４年度  基本調査 

令和５年度  要件調査 

  令和６年度～ システム調達（開発） 

  令和７年度  標準準拠システムへ移行 

   債務負担行為 

    期 間 令和５年度 

    限度額 ２６，０００千円 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （新規）参議院議員通常選挙の執行 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ５８０，１３０千円 

事業の概要

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   令和４年７月２５日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の公示 少なくとも選挙期日の１７日前まで 

２ 被選挙権     日本国民で年齢満３０年以上の者 

３ 供託金      選挙区  ３００万円 

           比例代表（名簿登載者１人につき）６００万円

４ 選挙運動期間   公示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    公示日の翌日から選挙期日の前日までの 

           毎日午前８時３０分から午後８時まで 

           （各区役所・支所） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （新規）県知事選挙の執行 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ５７７，９０９千円 

事業の概要

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   令和５年２月１４日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の告示 少なくとも選挙期日の１７日前まで 

２ 被選挙権     日本国民で年齢満３０年以上の者 

３ 供託金      ３００万円 

４ 選挙運動期間   告示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    告示日の翌日から選挙期日の前日までの 

           毎日午前８時３０分から午後８時まで 

           （各区役所・支所） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）市・県議会議員一般選挙の 

    執行準備 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 ２６３，３１０千円 

事業の概要

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   名古屋市議会議員 令和５年４月１１日 

  愛知県議会議員 令和５年４月２９日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の告示 少なくとも選挙期日の９日前まで 

２ 被選挙権     名古屋市議会議員・愛知県議会議員の 

           選挙権を有する者で年齢満２５年以上の者 

３ 供託金      名古屋市議会議員 ５０万円 

愛知県議会議員  ６０万円 

４ 選挙運動期間   告示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    告示日の翌日から選挙期日の前日までの 

           毎日午前８時３０分から午後８時まで 

           （各区役所・支所） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）中長期的な市政の課題に関する検

討調査 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 ３４，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  中長期的な視点のもと、新型コロナウイルス感染症の拡大等

により大きく変容した社会の潮流を的確に捉え、市政に係る課

題等について調査や検討を実施 

２ 内  容 

（１）潮流・課題等の調査 

    新たな時代の潮流や国における動向を踏まえ、本市への

影響や取るべき方策について調査分析するとともに、各分

野における有識者等に対するヒアリングを行う。 

（２）市民ニーズ等の把握 

    市政の課題や本市の望ましい将来像、取り組みの方向性

などに関する市民ニーズ等を把握するため、アンケートや

ＳＮＳ・ＡＩを活用した調査等を実施する。 

担 当 課
企画部企画課         

        電話 ９７２－２２０３（内線 ２２０３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（拡充）救急・災害医療センター（仮称）の

整備貸付金、補助金 
草案頁 ３５頁 

予 定 額 １,１０４,０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

全市的な課題である、高齢化の進行に伴う市内の救急搬送件数

の増大や南海トラフ巨大地震等発生時の被災患者に対する災害

医療活動、救急科専門医不足に対する人材育成に対応する市立大

学病院機能強化のため、救急・災害医療センター（仮称）の整備

に対する貸付金、補助金 

２ 主な内容 

 （１）建設工事 

    令和３年度に実施した実施設計に基づき、建設工事を行

う。 

 （２）運営計画等策定支援委託 

    医療機器の発注に係る調整や整備計画等の策定を行う。 

３ スケジュール（予定） 

  令和４～６年度 建設工事   

令和７年度   開棟 

令和７年度～  病棟・中央診療棟との接続工事 

病棟・中央診療棟等改修工事 

担 当 課
市立大学部市立大学室 

        電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和４年度主な施策等一覧

総  務  局 

財  政  局 

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

教 育 委 員 会

事 項
（拡充）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 ９３１，８６３千円 

総務局      ３１８，９１０千円 

 ※うち選挙管理委員会 35,000千円 

財政局       ６９，０００千円 

スポーツ市民局  １４４，０００千円 

健康福祉局    ２８１，９５３千円 

子ども青少年局   ６０，０００千円 

教育委員会     ５８，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  本市において市役所のデジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）をより一層早急かつ強力に推し進めるため、必要な事業を実

施 

２ 内  容 

（１）行政事務のデジタル改革の推進 

（事業費 ４７，０００千円）

デジタル中心の働き方にシフトするため、業務プロセス全

体を自動化でき、かつデータや進捗ステータスを関係者間で

共有・管理できるワークフロ－基盤を実証的に導入する。 

（２）行政手続オンライン化の推進（事業費 ３３，１１０千円）

電子申請システムを利用した行政手続のオンライン化を

効果的に推進するため、業務見直し等の支援を実施するほ

か、住民記録システムのオンラインでの転出届・転入予約へ

の対応に必要となる情報連携基盤システムの改修を行う。 

（３）ＲＰＡの導入支援（事業費 ２０，０００千円） 

ＲＰＡ（人の代わりにＰＣ上の定型作業を行うソフトウェ

アロボット）導入支援を引き続き実施する。 
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（４）ＤＸ人材の育成（事業費 ５，０００千円） 

ＤＸ人材育成に向けた民間研修サービスの試行導入等を

実施する。 

（５）システム標準化の推進（事業費 ６８６，９５３千円） 

本市の標準化対象システムについて標準準拠システムへ

の移行に向けた調査等を実施するとともに、標準化対象シス

テムが標準準拠システムへ円滑に移行できるように全体工

程管理を行う。 

区 分 
予定額 

（千円） 
所 管 局 

全体工程管理 39,000 総 務 局 

選挙人名簿等システム 35,000 選挙管理委員会 

税務総合情報システム 69,000 財 政 局 

住民記録システム 144,000 スポーツ市民局 

福祉総合情報システム 130,000

健 康 福 祉 局 
介護保険システム 6,953

生活保護システム 46,000

保険年金システム 99,000

児童福祉システム 60,000 子ども青少年局 

就学事務等システム 58,000 教 育 委 員 会 

（６）庁内ＬＡＮの無線化（市三庁舎） 

（事業費 ６，８００千円）

市役所内部の通信基盤である行政情報ネットワークにお

ける無線ＬＡＮ環境を市役所三庁舎において整備する。 

（７）文書管理システム再構築に向けた調査等 
（事業費 ２６，０００千円）

文書の作成や保存管理等を行う文書管理システムについ
て、今後のシステムの最適なあり方を検討するための調査等
を実施する。 

 （８）人事給与業務・システム最適化基本計画の策定 
（事業費 ９７，０００千円）

職員の人事給与等に係る業務及び職員情報システムにつ
いて、業務プロセスの見直しや今後のシステムの最適なあり
方を具体化した最適化基本計画を策定する。 
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（９）市役所ＤＸ施策の推進に係るマネジメント支援 
（事業費 １０，０００千円）

令和３年度に策定予定の「市役所ＤＸ推進方針（仮称）」
に定める各施策や事業を着実かつ迅速に実施するためにＤ
Ｘの知見を有した外部人材の活用により実行管理等を実施
する。 

担 当 課

(1)(2)(3)(4)(6)(9) 総務局行政部情報化推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

(7) 総務局行政部法制課 

電話 ９７２－２２４６（内線 ２２４６）

(8) 総務局職員部給与課 

電話 ９７２－２１３２（内線 ２１３２）

(5)のうち、 

 【全体工程管理に関すること】 

  総務局行政部情報化推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

【選挙人名簿等システムに関すること】 

選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）

【税務総合情報システムに関すること】 

財政局税務部税務システム整備室 

電話 ２６５－１１１１

【住民記録システムに関すること】 

スポーツ市民局地域振興部住民課 

電話 ９７２－３１７７（内線 ３１７７）

【福祉総合情報システムに関すること】 

健康福祉局監査課 

電話 ９７２－２５１０（内線 ２５１０）

【介護保険システムに関すること】 

健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

電話 ９７２－２５９５（内線 ２５９５）

【生活保護システムに関すること】 

健康福祉局生活福祉部保護課 

電話 ９７２－２５５２（内線 ２５５２）

【保険年金システムに関すること】 

健康福祉局生活福祉部保険年金課 

電話 ９７２－２５６４（内線 ２５６４）
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【児童福祉システムに関すること】 

子ども青少年局子ども未来企画室 

電話 ９７２－３０２５（内線 ３０２５）

【就学事務等システムに関すること】 

教育委員会事務局教務部学事課 

電話 ９７２－３２１４（内線 ３２１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （拡充）公民連携の推進 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

多様化・複雑化する社会課題に的確に対応し、市民サービスの

充実に繋げるには、これまで以上に民間が持つ能力や創意工夫を

有効に活用する必要があるため、公民連携の一層の推進に向けた

新たな仕組みを構築 

２ 内  容 

 （１）公民連携提案窓口（ナゴヤフロンティア）の設置 

    本市の社会課題の解決に繋がる民間からの提案や相談を

一元的に受ける窓口を設置する。 

 （２）公民連携ネットワーク（ナゴヤ・ソーシャル・フィールド）

の構築 

    本市と民間の相互理解を深め、公民連携を一層推進するた

め、定期的にフォーラムを開催するとともに、社会課題の解

決について議論する機会等を設け、民間の積極的な参画を促

す。 

担 当 課
総合調整部総合調整室 

       電話９７２－２２２３（内線 ２２２３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（拡充）ポストコロナ等を見据えた学生タ

ウンなごやの推進 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  コロナ禍における学生の孤立が問題となる中、社会との繋が

りを創出するとともに、将来社会の担い手である学生の社会貢

献への意識を高め、社会と連携した活動を支援する取組みの実

施などにより、学生タウンなごやを推進 

２ 内  容 

 （１）学生による社会貢献活動等の推進 

   ア 社会課題解決プログラムの企画・運営 

     本市の社会課題とその解決に向けて取り組む学生とを

マッチングし、社会貢献活動を支援する。 

   イ 学生による企業等の社会貢献活動の発信 

     学生が企業等の社会貢献の取組みを学び、それを若者

の視点で発信することにより、若者の社会貢献への機運

醸成を図る。 

 （２）ポストコロナを見据えた学生タウンなごや推進ビジョン 

    の改定 

    コロナ禍等による学生や大学を取り巻く環境の変化を踏

まえ、今後の取組方針等について検討する。 

担 当 課
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２１７（内線 ２２１７）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（拡充）女性職員の活躍推進を始めとする

若手職員のキャリア形成支援 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ６，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

職員が自身のキャリアについて明確なビジョンを持ち、その個

性と能力を最大限に発揮することができるよう、若手職員のキャ

リア形成に焦点を当てた支援を実施 

２ 内  容 

 （１）若手職員向けキャリア形成支援 

    若手職員に対し、自己分析等を通じて、それぞれのキャリ

アについて主体的に考え、取り組むことができるよう、在職

年数に応じた研修を実施する。 

 （２）女性職員向けキャリア形成支援 

    女性職員に対し、ワークショップ等を通じて、それぞれの

キャリアアップについて考え、継続的に取り組むことができ

るよう、年間を通じた研修を実施する。 

担 当 課

【研修の実施に関すること】 

職員部人材育成・コンプライアンス推進室  

    電話 ９７２－２１２６（内線 ２１２６）

【女性職員の活躍推進に関すること】 

 職員部人事課   電話 ９７２－２１２３（内線 ２１２３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （継続）第20回アジア競技大会等の推進 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ５７７，０５２千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  ２０２６年に開催する第２０回アジア競技大会の推進を図る

ため、大会運営に関する検討等、大会開催に向けた取り組みを進

めるとともに、同年のアジアパラ競技大会の開催に向けた検討を

実施 

２ 内  容 

 （１）第２０回アジア競技大会の推進 

   ア 愛知・名古屋アジア競技大会組織委員会 

    ・大会運営（競技・輸送・選手村等）に関する検討 

    ・大会開催に向けた広報 等 

   イ アジア競技大会愛知・名古屋合同準備会 

    ・メイン選手村となる名古屋競馬場跡地の後利用検討 

    ・大会開催に向けた機運醸成 等 

   ウ その他 

    ･ 第１９回杭州アジア競技大会の調査 等 

 （２）アジアパラ競技大会の開催に向けた検討 

    ・開催都市契約に係る検討・協議 

    ・組織委員会の体制に係る検討 等 

担 当 課
総合調整部アジア競技大会推進室 

         電話 ９７２－２２３１（内線 ２２３１）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（継続）持続可能な行政運営に向けた職員

の働き方改革の推進 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ５３，９９０千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

職員一人ひとりの生産性を高め、多様な働き方を推進するた

め、職員が柔軟に働くことができる環境の実現や、職員の意識・

能力の向上等につながる取り組みを実施 

２ 内  容 

（１）テレワーク環境の運用（事業費５０，０００千円） 

自宅等から庁内ネットワークに接続できる環境及びチャ

ットアプリやＷｅｂ会議といったコミュニケーションツー

ルの運用を引き続き実施する。 

（２）長時間労働是正に向けた取組み（事業費３，０００千円）

全庁的な業務時間の短縮に向け、長時間労働が発生する要

因や改善手法等を学ぶ管理職向けのマネジメント研修等を

実施する。 

（３）業務改革の推進（事業費９９０千円） 

業務改革を進めるため、業務フローの可視化に向けた取り

組みを実施する。 

担 当 課

(1) 行政部情報化推進課  

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

(2) 職員部給与課  電話 ９７２－２１３５（内線 ２１３５）

(3) 行政部行政改革推進室 

 電話 ９７２－２１８１（内線 ２１８１）


